別紙様式
平成２３年度　６月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費
	事業名: 緊急経済対策信用保証料補給金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　商工労働部 中小企業課 資金融資担当　電話番号：058-272-1111（内3066）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：21,167千円
（現計予算額：122,781千円　補正後予算額：143,948千円）
	事業内容


	１　事業の内容


・「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」及び「平成　　　２３年度第１次補正予算」が成立（H23.5.2）し、信用保証協会に「東日本大震災復　　　興緊急保証」が創設され、５月２３日から実施されることとなったため、制度開始に合わせた信用保証料の追加補給を実施する。
・大震災の影響により、多くの県内中小企業者の業況が悪化することが想定されること、及び東日本大震災復興緊急保証の創設に伴い、経済変動対策資金の利用が増えることが想定されるため、当資金の融資目標額を増額（３０億円）するとともに、その金額に対応する信用保証料を増額する。
・国は平成２３年４月からセーフティネット保証５号の対象業種を大幅に縮小する予定であったが、大震災発生の影響により方針転換し、今年度上半期においては、緊急避難的に、５号の対象業種を原則全業種（８２業種）のまま継続実施することを決定したため、それに対応できる信用保証料を増額する。
（1） 経済変動対策資金「震災枠」信用保証料補給
・「経済変動対策資金（震災枠）」のうち、「東日本大震災復興緊急保証」に係るも　　　　のについて、信用保証料をさらに０．１％追加補給し、合計０．２％を補給する。
◇東日本大震災復興緊急保証料率(企業負担率)　
    　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.5％
（2） 経済変動対策資金信用保証料補給
・業況の悪化している中小企業者の負担を軽減するため、県制度融資の現行保証料率  よりさらに０．１％低い保証料率とし、差額を信用保証協会へ保証料補給する。
◇一般保証料率(企業負担率)　
（補給前）0.45～1.0％　⇒　（補給後）0.35～0.9％
◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　
    　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.6％
（３）セーフティネット保証信用保証料補給
　・業況の悪化している中小企業者の負担を軽減するため、セーフティネット保証５号の認定を受けた中小企業者のうち、特定の資金（ぎふ無担保スピード資金、返済ゆったり資金、中小企業再生支援資金）について、信用保証料率を０．２％引下げる。　　◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　
（補給前） 0.9％ ⇒ （補給後）0.7％
	２　所要経費


（1） 新規（48,169千円) 　平成２３年度新規保証分
1 経済変動対策資金信用保証料補給　　　　　　　　　　24,334（現計予算22,334）
2 経済変動対策資金「震災枠」信用保証料補給　　　　　 7,000（新規）
3 セーフティネット保証信用保証料補給　　　　　　　  14,667（現計予算2,500）
4 経営合理化資金｢雇用支援枠｣信用保証料補給　　　　 　　834
5 産業活性化資金「電子商取引支援枠」信用保証料補給 　1,334
（2） 継続（95,779千円)　平成２１～２２年度新規保証分
1 経済変動対策資金信用保証料補給　　　　　　　　　　49,799
2 セーフティネット保証信用保証料補給　　　　　　　　38,813
3 経営合理化資金｢雇用支援枠｣信用保証料補給　　　　 　5,833
4 産業活性化資金「電子商取引支援枠」信用保証料補給   1,334
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


地域外から所得を稼ぐことができる製造業を本県産業の中核と位置付け、モノづくりの振興を通じ、人口減少に伴う地域内消費の減少を克服し、力強い地域経済をつくります。

	２　これまでの取組状況


東日本大震災による影響を受けた県内事業者を支援するため、平成２３年４月から経済変動対策資金「震災枠」を創設し、県信用保証協会に信用保証料を補給することにより、県内中小企業者への金融支援策を実施した。
	３　これまでの取組に対する評価


平成２２年度における県制度融資の新規融資実績は、５７２億円と過去１０年間で最も高い実績であった平成２１年度よりも大幅に減少し、景気対応緊急保証制度開始前の平成１９年度と同程度の実績となったが、県内中小企業者が利用しやすい制度づくりの構築と、中小企業者の負担軽減に貢献できた。

・内閣府の「景気動向指数(H23.5)」によると、大震災の影響に伴い、景気の現状を示す一致指数が３．２ポイント低下、景気動向を示す先行指数が４．５ポイント低下と、いずれも過去最大の悪化となっており、県内中小企業者を取り巻く状況についてもより厳しさを増していくものと思われる。
・大震災の影響に伴い、より厳しい状況におかれている県内中小企業者をさらに支援することにより、県経済の活性化を引き続き支援していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	122,781
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	122,781

	補正

要求額
	21,167
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	21,167

	決定額
	21,167
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	21,167
































